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日本政府は、中国人向け個人観光ビザ（査証）の発行要件を７月１日から大幅に緩和
する方針を決めたとのことです。富裕層に限っていた発行対象を一定の消費力のある
中間層にまで拡大し、発行地域も内陸部や東北部にまで広げることで、個人観光ビザ
の発行対象がこれまでの約１０倍に当たる１６００万世帯程度に増えるそうです。２００８
年のリーマンショックの影響で世界的に景気が後退する中、２００９年の日本への外国
人旅行者数は大きく減少しましたが、高い経済成長率を維持している中国からの旅行
者は増加を続けています。皆さんも家電量販店や百貨店などで、中国人観光客がお買
い物をする姿を目にすることが多くなったのではないでしょうか？

『 まいこばなし 』
※スパークスのボトムアップ・リサーチを通じて、

MY小話として舞妓さんが日本株の情報をお伝えします。

スパークスの日本株の情報発信レポート

第38号（2010年5月28日）

「中国の消費者が日本の内需を変えるか」

出所：日本政府観光局、国土交通省

訪日外国人旅行者数の推移
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日本にやってきた中国人観光客は、国内の消費に大きな影響を与えているようです。
無添加化粧品F社は中国で大きく売り上げを伸ばしているのですが、銀座にある店舗で

は、中国人を中心とした外国人旅行者への販売が増えており、２００６年度に２２．０％
だった外国人売り上げ比率が２００９年度（４～８月の実績）には５３．１％まで急上昇し
ているそうです。ちなみにThe World Tourism Organizationによる２００９年の海外旅行

者の消費総額のランキングでは、１位ドイツの８０８億円、２位米国の７３１億円、３位英
国の４８５億円に次いで中国は第４位であり、総額４３７億円を海外旅行で消費している
そうです。日本に旅行に来た外国人が使う一人当たり消費額でみても、ドイツやカナダ
のような先進国を上回っており、一人平均で総額１２万７千円強を使っているそうです。
また宿泊や観光、飲食よりも、物品購入にあてる金額の比率が高く、旅行消費額の６１．
７％を物品購入にあてているようです。台湾や香港の海外旅行者の物品購入費の比率
もそれぞれ５９．２％、５３．７％と高いことから、アジア人は世界的に見てお買い物好き
なのかも知れません。

『 まいこばなし 』
スパークスの日本株の情報発信レポート

情報発信レポート

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

フランス 米国 香港 英国 中国 台湾 ドイツ タイ カナダ

（一人当たり、円）

交通費 宿泊費 飲食費

観光費 物品購入費 その他

出所：日本政府観光局「JNTO訪日外国人旅行者の消費額データとお土産購入動向2007-2008」

訪日外国人旅行者の出身国別消費額
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2006年の日銀の量的緩和とゼロ金利政策の解除、政府による恒久減税の廃止といった金

融・財政の引き締め局面で起こったリーマンショックによる影響で、日本経済は大きく落ち込み、
2009年1-3月期のGDP成長率は戦後最悪となりました。しかしその後の世界的な対策が奏功
し、世界経済がV字型の回復を見せる中、エコカー減税やエコポイントといった政策効果や節
約疲れと雇用環境の改善から、消費者マインドと個人消費は順調な回復傾向にあるようです。
これから更に増えると期待される中国からの旅行者による消費は、回復基調にある内需の活
性化につながるとともに、デフレマインドに染まりきった日本の消費者マインドを変えるきっか
けになる可能性があると思われます。

『 まいこばなし 』
スパークスの日本株の情報発信レポート
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※上記はあくまでも当コラムの内容の理解を深めていただくためのご参考資料であり、特定の有価証
券を推奨しているものではありません。また当コラムは執筆者の見解が含まれている場合があり、ス
パークス・アセット・マネジメント株式会社の見解と異なることがあります。

注：消費者態度指数と第三次産業活動指数（2004年1月～2010年3月）、名目民間消費支出（2004年Q1～2010年Q1）、
景気ウォッチャー調査（2004年1月～2010年4月）

出所：内閣府、経済産業省
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日本の消費動向の推移


